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　　　　　　　　　　　　一揺れ感覚に基づく居住性確保に関する研究一

　　　　　　　　　　　　　　　日本女大大学院○野田千津子　日本女大家政石川孝重

　目的　今日，住居には生活の場としての質的な充足がますます要求されている。その一

方で，高層化が進む居住環境では，地震や風などによって生じる特有の揺れが問題となっ

ている。実際，超高層住宅で調査を行うと，地震，台風時だけではなく日常的に吹く強い

風で，毎日のように揺れを感じるという居住者が多くいた。そこで，本研究では，住民が
揺れを経験する地震に着目し，その時の住民の精神的・心理的状態を軸に，物理的被害や

住民の行動など，揺れを要因として引き起こされる事象との連関を探る。これに基づき，

住民からみた揺れを表現し，生活に影響する要因を知る。
　方法　1993年１月に，広い範囲で観測された平成５年釧路沖地震に着目し，地震直後の

新聞記事を中心として調査を行った。それより，地震時の住民の精神的・心理的状態と行
動，物理的被害を震度階ごとに整理し，互いの関連を検討した。

　結果　住民の状態や物理的被害は揺れの大きさと対応して変動し，特に，住民の行動や
物理的被害は，各震度階の揺れの大きさを裏付ける客観的事象となる。また,･揺れに起因

した物理的被害が，その拡大を防止しようとする行動を促したり，揺れによって行動に支

障が生じることで，避難行動が難しくなり｡，そのために心理的に大きく動揺するなど，こ

れらの事象の間には強い関連がみられる。これらを総合すると，震度Vl以上の揺れに対し

ては，社会的単位での対応が必要であり，一時的には支障があっても，住民自身で生活を

取り戻すことができるのは，震度Ｖ程度め揺れが限界である。今後は，これらの知見を，

居住性確保へむけて展開していきたい。

1 Wp－3 実態調査に基づく人間荷重の評価について

　活水女子短大　○久木章江　　日本女大家政　石川孝重

　目的　人間の居住空間は，各荷重外力に安全であるよう設計が行なわれる。室内には物

品および人間など積載荷重が常時存在するが，物品・人間それぞれの挙動を把握し構造安

全に対して評価する必要がある。本報では人間の挙動に着目し人間荷重について試算する。
　方法　人間荷重の変動をとらえるため，東京都内の某百貨店において実態調査を実施し

た。歳暮時を含む1992年12月～３月の土曜および日曜日を計14日間，時刻変動も考慮して

10:30から18:00まで1. 5時間ごとに2種類の調査を行った。　１つは，あるフロアの柱と柱に
囲まれた一区画(へ'ｲ)内の人数をカウントする調査，もう1つは，上下に重なっている各

フロアの６ベイについて各ベイ内の人数をカウントする調査である。前者の調査は婦人服
売場，食料品売場，催事場の各フロア，後者はBIF～lOFの全階フロアの縦に重なる部分を

対象とした。人間の存在する面積内の密度を算定し単純集計の結果から統計処理を行った。

　結果　人数の変動は売場の性質や催し物の種類などによる違いが大きい。全統計量の非
超過確串99％点の値は2. 3人/m',最大値は催事場の4人/rdであった。物品荷重は非超過確

率99％で評価することが多いが，人間荷重は99％点では実際を包含できず，評価値を設定

する際には集中性や偏在時における安全性の確認を考慮する必要がある。そこで，力学モ

デルを用いて，床板，大梁，柱の各部材を対象に，偏在荷重が与える影響の度合を算定し
た。この結果を用いると，実態調査の最大値4人/㎡が密度5人/m'程度まで偏在する場合，

１人60kgfと仮定すれば，床板用評価値は約300kgf/m'となる。このように実態調査の結果
に偏在荷重の影響を考慮すれば安全性も加味した人間荷重の評価を行なうことができる。
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